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令
和
５
年
度「
能
力
開
発
基
本
調

査
」
の
結
果
を
取
り
ま
と
め
、
令
和
６

年
６
月
28
日
に
公
表
し
ま
し
た
。

能
力
開
発
基
本
調
査
は
、
国
内
の
企

業・
事
業
所
と
労
働
者
の
能
力
開
発
の

実
態
を
明
ら
か
に
し
、
今
後
の
人
材
育

成
施
策
の
在
り
方
を
検
討
す
る
た
め
の

基
礎
資
料
と
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
平

成
13
年
度
か
ら
毎
年
実
施
し
て
い
ま

す
。■ 

調
査
結
果
の
ポ
イ
ン
ト

 

 

企
業
調
査

1　

教
育
訓
練
費
用（
Ｏ
Ｆ
Ｆ
―
Ｊ
Ｔ

費
用
や
自
己
啓
発
支
援
費
用
）
を
支
出

し
た
企
業
は
54・６
％
（
前
回
よ
り
４・

3
ポ
イ
ン
ト
上
昇
）	

【
図
１
】

2　

Ｏ
Ｆ
Ｆ
―
Ｊ
Ｔ
に
支
出
し
た
費
用

の
労
働
者
一
人
当
た
り
平
均
額
※
は
１・

５
万
円（
前
回
よ
り
０・２
万
円
増
加
）

自
己
啓
発
支
援
に
支
出
し
た
費
用
の

厚
生
労
働
省
ト
ピ
ッ
ク
ス
②�

（
人
材
開
発
統
括
官
）

令
和
５
年
度「
能
力
開
発
基
本
調
査
」

結
果
に
つ
い
て

教
育
訓
練
短
時
間
勤
務
制
度
を
導

入
し
て
い
る
企
業
は
７
・
１
％
（
前
回

よ
り
０
・８
ポ
イ
ン
ト
上
昇
）

　

教
育
訓
練
所
定
外
労
働
時
間
免
除

制
度
を
導
入
し
て
い
る
企
業
は
６
・

３
％
（
今
回
の
新
規
項
目
）	

【
図
４
】

労
働
者
一
人
当
た
り
平
均
額
※
は
０
・

３
万
円（
前
回
か
ら
横
ば
い
）

【
図
２
、
図
３
】

（
※
）令
和
４
年
度
実
績

	

3　

教
育
訓
練
休
暇
制
度
を
導
入
し
て

い
る
企
業
は
８
・０
％
（
前
回
よ
り
０
・

６
ポ
イ
ン
ト
上
昇
）
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図１　OFFーJTまたは自己啓発支援への費用支出の状況
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図２　OFFーJTに支出した費用の労働者一人当たり平均額
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図３　自己啓発支援に支出した費用の労働者一人当たり平均額
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事
業
所
調
査

1　

計
画
的
な
Ｏ
Ｊ
Ｔ
に
つ
い
て
、
正

社
員
に
対
し
て
実
施
し
た
事
業
所
は

60・６
％
（
前
回
よ
り
０
・４
ポ
イ
ン
ト

上
昇
）

　

正
社
員
以
外
に
対
し
て
実
施
し
た
事

業
所
は
23・２
％
（
前
回
よ
り
0・7
ポ

イ
ン
ト
低
下
）	

【
図
５
、
図
６
】

2　

能
力
開
発
や
人
材
育
成
に
関
し

て
、
何
ら
か
の
問
題
が
あ
る
と
す
る
事

業
所
は
79・８
％
（
前
回
よ
り
０
・４
ポ

イ
ン
ト
低
下
）	

【
図
７
】

3　

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を

行
う
し
く
み
を
、
正
社
員
に
対
し
て
導

入
し
て
い
る
事
業
所
は
41・
６
％
（
前

回
よ
り
３
・６
ポ
イ
ン
ト
低
下
）

　

正
社
員
以
外
に
対
し
て
導
入
し
て
い

る
事
業
所
は
24・７
％
（
前
回
よ
り
４・

９
ポ
イ
ン
ト
低
下
）	

【
図
８
】
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図４　�教育訓練休暇制度、教育訓練短時間勤務制度及び教育訓練所定外労働時間免除制度の導入状況
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図６　�正社員以外に対して計画的なOJTを実施した事業所割合の推移
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図７　人材育成に関する問題がある事業所
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図５　�正社員に対して計画的なOJTを実施した事業所割合の推移
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個
人
調
査

1　

Ｏ
Ｆ
Ｆ
―
Ｊ
Ｔ
を
受
講
し
た
労
働

者
は
34・
３
％
（
前
回
よ
り
１・
０
ポ

イ
ン
ト
上
昇
）	

【
図
９
】

・
雇
用
形
態
別
で
は
「
正
社
員
」

（
42
・
８
％
）
が
「
正
社
員
以
外
」

（
18
・
９
％
）
よ
り
高
い

・
性
別
で
は
「
男
性
」（
41
・
０
％
）

が
「
女
性
」（
26
・
６
％
）
よ
り
も

高
い

・
最
終
学
歴
別
で
は
「
専
修
学
校
・
短

大
・
高
専
」（
27
・
１
％
）
が
最
も

低
く
、「
大
学
院（
理
系
）」（
56・７
％
）

が
最
も
高
い

2　

自
己
啓
発
を
実
施
し
た
労
働
者
は

34・
４
％
（
前
回
よ
り
０
・
３
ポ
イ
ン

ト
低
下
）	

【
図
10
】

・
雇
用
形
態
別
で
は
「
正
社
員
」

（
44
・
１
％
）
が
「
正
社
員
以
外
」

（
16
・
７
％
）
よ
り
高
い

・
性
別
で
は
「
男
性
」（
39
・
９
％
）
が

「
女
性
」（
28
・
０
％
）
よ
り
も
高
い

・
最
終
学
歴
別
で
は
「
中
学
・
高
等
学

校
・
中
等
教
育
学
校
」（
21
・
４
％
）

が
最
も
低
く
、「
大
学
院
（
理
系
）」

（
69
・
６
％
）
が
最
も
高
い

3　

Ｏ
Ｆ
Ｆ
―
Ｊ
Ｔ
ま
た
は
自
己
啓
発
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図９　�OFFーJTを受講した者
　　　（雇用形態、性、最終学歴、年齢階級別）
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図10　自己啓発を行った者
　　　（雇用形態、性、最終学歴、年齢階級別）
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図８　�キャリアコンサルティングを行うしくみがある事業所（正社員、正社員以外）注）

注）�「正社員」は正社員が１人以上在籍している事業所計、「正社員以外」は正社員以外が１人以上在籍している事業所計を
それぞれ100％とする割合。
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■
調
査
方
法

厚
生
労
働
省
か
ら
、
調
査
対
象
企
業

や
事
業
所
に
は
郵
送
で
配
布
。
個
人
に

対
し
て
は
、
事
業
所
票
回
収
後
に
調
査

対
象
労
働
者
数
を
算
出
の
上
、
調
査
対

象
事
業
所
を
通
じ
て
郵
送
で
配
布
。
回

答
は
、
郵
送
ま
た
は
オ
ン
ラ
イ
ン
。

を
実
施
し
た
労
働
者
の
割
合
※
は
43・

８
％
（
前
回
よ
り
０
・９
％
上
昇
）

（
※�
）
Ｅ
Ｕ
の
統
計「A

dult Education 
Survey

」
に
お
け
る
定
義
に
従
い
、「
自

己
啓
発
を
実
施
し
た
労
働
者
」
か
ら「
ラ

ジ
オ
、テ
レ
ビ
、専
門
書
等
に
よ
る
自
学
、

自
習
」
お
よ
び「
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ（
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
）
に
よ
る
学
習
」
に
よ
る
自

己
啓
発
の
み
を
実
施
し
た
労
働
者
を
除

い
た
数
で
の
試
算
。）

■ 

調
査
概
要
と
調
査
対
象
数

こ
の
調
査
の
構
成
は
下
表
の
と
お
り

で
す
。

「
企
業
調
査
」と「
事
業
所
調
査
」は
、

常
用
労
働
者
30
人
以
上
を
雇
用
し
て
い

る
企
業・
事
業
所
、「
個
人
調
査
」
は
、

調
査
対
象
事
業
所
に
属
し
て
い
る
労
働

者
を
対
象
に
実
施
。

 ■
調
査
時
期

令
和
５
年
10
月
１
日
時
点
の
状
況
に

つ
い
て
、
企
業
と
事
業
所
は
令
和
５
年

10
月
１
日
か
ら
令
和
５
年
10
月
31
日
ま

で
の
間
に
、
個
人
は
令
和
５
年
11
月
15

日
か
ら
令
和
５
年
12
月
16
日
ま
で
の
間

に
調
査
を
実
施
。

 

最　近　の　労　働　情　勢

項　　　　　　目 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月 備　　　　　　考

就 業 者 数
実　　数（万人） 6,766 6,822 6,795 

実数は原数値
総務省統計局

「労働力調査」

前年同月比（％） 0.3 0.5 0.3

完全失業者数
実　　数（万人） 193 181 188
前年同月比（％） 2.7 1.1 2.7

完 全 失 業 率
	 （％） 2.8 2.6 2.7
季節調整値（％） 2.6 2.5 2.7

新 規

求　　　人（％） ▲ 0.6 ▲ 9.4 1.2
前年同月比

厚生労働省

「職業安定

　　業務統計」

求　　　職（％） 1.4 ▲ 8.1 4.7
求 人 倍 率（倍） 2.16 2.26 2.22 季節調整値

有 効

求　　　人（％） ▲ 3.0 ▲ 4.4 ▲ 2.5
前年同月比

求　　　職（％） 2.4 1.4 2.2
求 人 倍 率（倍） 1.24 1.23 1.24 季節調整値

就 職 件 数
実　　数（千件） 106 97 94 

実数は原数値
前年同月比（％） ▲ 0.3 ▲ 8.8 2.1

企 業 倒 産
実　　　数（件） 1009 820 953 負債総額

1千万円以上

東京商工

リサーチ調べ前年同月比（％） 42.9 6.4 25.7

調査対象 調査対象数 有効回答率 調査内容

企業調査 	 7,318企業 56.3％ 企業の教育訓練費用など

事業所調査 	 7,026事業所 54.3％ 事業所の教育訓練状況など

個人調査 	 19,574人 43.6％ 労働者の能力開発状況など

表　調査の構成

令和５年度「能力開発基本調査」の結果を公表します。
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/newpage_00159.html

本調査の詳細は、厚生労働省のWebサイトをご覧ください。




